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令和５年度戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の実施方針 

令 和 ５ 年 ３ 月 １ ６ 日 

ガバニングボード決定 

「科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針」（平成 26 年５月 23 日 総合科学技術・イノベー

ション会議決定（最終改正：令和４年 12 月 23 日））及び「戦略的イノベーション創造プログラム運用指針」

（平成 26 年５月 23 日 ガバニングボード決定（最終改正：令和４年 12 月 23 日））に基づき、令和５年度に

実施する対象課題、プログラムディレクター、戦略及び計画の基本的事項及び対象課題毎の配分額を表１のと

おり定める。 

なお、未配分額 25.90 億円については、各課題の執行状況に応じて追加配分を行う場合や具体的な目標等が

固まった段階で配分を行う場合等の経費として留保する。 

（表１）配分額：245.56 億円 

対象課題 
プログラム 

ディレクター 
戦略及び計画の基本的事項 

配分額 

(億円)

豊かな食が提供される持続

可能なフードチェーンの構

築 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

食の国産国消の最大化と環境負荷の低減に

向けて、タンパク質の生産性向上に資する

技術開発とその社会実装に向けた取組を実

施し、国内にフードチェーンを再構築する。 

20.30 

統合型ヘルスケアシステム

の構築 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

「医療データが作り出すサイバー空間」と

「医療者と患者が診療・療養で経験する実

体空間」が融合し、医療デジタルツインによ

る「知識発見」と「医療提供」の循環によっ

て、いつでも、どこでも、だれでも、質の高

い医療・ヘルスケアのサービスを利用でき

るシステムを構築する。 

23.00 

包摂的コミュニティプラッ

トフォームの構築

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

性別、年齢、障がいの有無、少数派・多数派

に関わらず、多様な人々が社会的にも身体

的・精神的にも豊かで暮らしやすいコミュ

ニティを実現するため、個人や社会の寛容

性と自立性の向上により、社会活動への主

体的参加を促し、必要なサポートが得られ

る仕組みを構築する。 

7.91 

ポストコロナ時代の学び

方・働き方を実現するプラ

ットフォームの構築 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

ポストコロナ社会に向けて、新たに必要と

なる学びの要素やその評価手法の開発、対

面と変わらない円滑なコミュニケーション

が可能なバーチャル空間の開発等を行うと

ともに、特定地域での実証を通じて、人材の

変容や地域社会・産業の変革を促し、時間や

場所にとらわれず、多様な学び方、働き方が

可能な社会を実現するためのプラットフォ

ームを構築する。 

6.95 

海洋安全保障プラットフォ (公募結果を受け 世界有数の海洋国家である我が国にとって 27.00 
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ームの構築 てガバニングボ

ードで決定) 

安全保障上重要な海洋の保全や利活用を進

めるため、海洋の各種データを収集し、海洋

鉱物資源の確保、気候変動への対応などを

推進するプラットフォームを構築する。 

スマートエネルギーマネジ

メントシステムの構築 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

2050 年カーボンニュートラルやエネルギー

安全保障の確保の実現に向けて、クロスボ

ーダー・クロスセクター横断での、熱・水素・

合成燃料なども含めた「スマートエネルギ

ーマネジメントシステム」を構築し、次世代

の社会インフラを確立する。 

17.20 

サーキュラーエコノミーシ

ステムの構築 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

大量に使用・廃棄されるプラスチック等素

材の資源循環を加速するため、素材、製品、

流通、回収、分別、リサイクルの各段階で、

デジタル基盤による効率的な動静脈・静動

脈連携を実現するとともに、循環性の向上・

可視化により産業競争力に優れ、環境負荷

を低減させる「サーキュラーエコノミーシ

ステム」を世界に先駆けて構築する。また、

消費者の行動変容を促す社会的受容性の醸

成、再生材の品質向上、品質規格につながる

要件整備、環境配慮の国際的情報開示ルー

ル（TCFD、TNFD）への対応等に取り組む。 

12.00 

スマート防災ネットワーク

の構築 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

気候変動等に伴い災害が頻発・激甚化する

中で、災害前後に、地域の特性等を踏まえ災

害・被災情報（災害の種類・規模、被災した

個人・構造物・インフラ等）をきめ細かく予

測・収集・共有し、個人に応じた防災・避難

支援、自治体による迅速な救助・物資提供、

民間企業と連携した応急対応などを行うネ

ットワークを構築する。 

24.30 

スマートインフラマネジメ

ントシステムの構築 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

インフラ・建築物の老朽化が進む中で、デジ

タルデータにより設計から施工、点検、補修

まで一体的な管理を行い、持続可能で魅力

ある国土・都市・地域づくりを推進するシス

テムを構築する。 

20.30 

スマートモビリティプラッ

トフォームの構築 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

移動する人・モノ・サービスの視点から、公

共交通手段に加えて、自家用車などの広範

なモビリティ資源や新しいモビリティ手段

の活用を可能にするような、ハードとソフ

ト双方のインフラとまち・地域をダイナミ

ックに一体化し、安全で環境にやさしく公

平でシームレスな移動を実現するプラット

フォームを構築する。 

18.50 

人協調型ロボティクスの拡 (公募結果を受け 少子・超高齢社会において、世代を超えた 12.60 
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大に向けた基盤技術・ルー

ルの整備 

てガバニングボ

ードで決定) 

人々の自立度・自由度の向上や生活・職場で

の問題解決を可能とするため、人とサイバ

ー・フィジカル空間が高度に融合した人協

調ロボティクス(HCPS 融合人協調ロボティ

クス）の技術開発・環境整備等を実施し、人

協調型ロボティクス社会の実現に向けて、

生活空間へのロボット導入モデルと経済サ

イクルを伴う社会実装モデルを確立する。 

バーチャルエコノミー拡大

に向けた基盤技術・ルール

の整備 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

巨大市場化が見込まれるバーチャルエコノ

ミーにおいて、我が国の強みである産業の

自動車やセンサデバイス等を、仮想空間と

現実空間をつなぐ『インターバース技術』で

タッチポイントとし、仮想空間から現実空

間への価値還流を生み出すことで、1.6 兆円

規模の国内市場創出を目指す。身体固有感

覚の共有・拡張技術や多くのステークホル

ダ・幅広い時空間スケールのサービスの参

入を可能とするアーキテクチャの開発を行

うとともに、オープン＆クローズ戦略のも

と、産業競争力の強化にも取り組む。 

14.10 

先進的量子技術基盤の社会

課題への応用促進 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

「量子未来社会ビジョン」に掲げられる

2030 年の目指すべき状況（「量子技術による

生産額 50 兆円規模」等）に向け、量子技術

の利用・実証環境（テストベッド）を構築し、

量子産業人材やスタートアップ等を育成し

つつ、量子・古典ハイブリッドによる具体的

な社会課題の解決を促進する量子技術アプ

リケーション等を開発する。 

26.50 

マテリアル事業化イノベー

ション・育成エコシステム

の構築 

(公募結果を受け

てガバニングボ

ードで決定) 

我が国の強みであるマテリアル分野の多

種・広範囲なデータ・評価分析基盤をネット

ワーク化したプラットフォームを構築し、

革新的事業構築に必要なアプリケーション

作成の基盤として活用することで、将来課

題解決に貢献するマテリアル分野のユニコ

ーン予備軍を生み出すエコシステムを形成

する。 

14.90 

※「科学技術イノベーション創造推進費に関する基本方針」（平成 26 年５月 23 日 総合科学技術・イノベー

ション会議決定（最終改正：令和４年 12 月 23 日））に基づき、上記配分額とは別に、SIP 及び BRIDGE の実

施にあたって必要となる PD 等に係る経費、ガバニングボード、推進委員会及び有識者による委員会の運営

に係る経費、プログラムの横断的な運営に係る共通基盤経費、機動的な調査に係る経費等を事務局運営経費

として、8.53 億円充当する。 

（注）上記課題への配分額及び事務局運営経費は政府予算成立をもって確定し、それぞれ各研究推進法人等、

内閣府に配分する。 


